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会員企業サポート室便り

　産業構造転換で新たなビジネスチャンス

（1）自由貿易試験区
　2015 年 4 月に設立された南沙自由貿易試験区（以下、
自易区）の金融・物流面での具体的な細則についてはどう
か。他に、広州市天河区でも、広東自貿区に倣い「自由貿
易プラットフォーム」の設置を検討中と聞く。当該計画の
検討状況や設置の見通し、広東自貿区との違いを伺いたい。

答：金融（15 条）、物流（25 条）を含む計 595 条から
成る具体的な規定を発表している。うち金融については、
広東省内に登記済の企業に対し、南沙自貿区内で海外から
人民元を低コストで調達できる仕組みを構築している。ま
た、物流（貿易）については、自動車の輸入に際し、増値
税（付加価値税に相当）を還付できる制度を定めたほか、
通関手続きの簡素化も図っている。その他、南沙自貿区で
は越境 E コマースといった新たな業態の参入も可能であ
り、既に 200 社以上がこれに従事するため登録済である。

（2）事業環境・労働力確保
　人民元や人材不足に起因した人件費上昇による中国の製
造業の国際競争力低下について、政府の見解と政策を教え
て欲しい。

答：人件費、税金の上昇に対し、輸出入等の手続きに要す
る費用を軽減し、企業の負担を減らすよう努力している。
人件費の上昇は企業の競争力に影響するが、労働集約的な
企業に対し、構造的な転換を促す。広州市では 2025 年ま
でに自動車、石化、電気電子などに加え、ネット関連企業

広州市政府へ通関、環境など 12 項目を要望

在広州日本国総領事館、ジェトロと広州日本商工会は 8 月 21 日、広東省広州市において、市

政府との間で現地日系企業を取巻く事業環境の改善を目的とした意見交換会（第 3 回広州市政

府と日本企業の投資・ビジネス環境に関する交流会）を開催した。通関、環境など他の地域で

も関心の高い議題について、関連部門から回答を得た。

広州市政府（右）との意見交換の様子 : ジェトロ撮影

　日系企業側の主な質問事項と、これに対する広州市側の
回答の概要は以下のとおり。

   市経済への日系企業の貢献を評価

　広州市政府との意見交換会は、2013 年から実施してお
り、今回が 3 回目。市政府からは、蔡朝林・副市長を筆頭
に対外貿易経済合作局、税関、環境保護局（以下、人社局）
など関連部門の関係者が、日本側からは総領事館、ジェト
ロ、日系企業の関係者など出席した。日本側が提出した経
済政策、通関、環境など 12 項目の要望事項につき、2 時
間にわたり意見交換を行った。蔡副市長は冒頭の挨拶で、
「広州市の発展は日系企業の貢献によるものであり、事業
環境の改善は当市各部門の責務だ」とし、「本日の会合を
通じ、日系企業の課題を理解し、我々のサービスの質を高
めて行くとともに、双方間の協力関係を深めて行きたい」
と述べた。

～事業環境改善を目的とした意見交換会～
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の集積も図って行く計画であり、今後は新たなビジネス
チャンスが生まれると思われる。

（3）通関・検疫の簡素化
　広州市に比べ、上海市では輸入食品の通関・検疫に要す
る日数が短いと聞く。今後、広州市においても、通関・検
疫に係る日数を短縮して欲しい。

答：食品については、検疫部門が国家の安全基準、食品の
分類管理、品質、企業の管理レベルなどをもとに問題なし
と判断すれば、税関は輸入を許可する。検疫部門でのサン
プル検査の結果、実験室へ送付し精査が必要と判断されれ
ば、検査には十数日間が必要だし、送付が不要なら検査は
2 ～ 3 日間で終了する。

（4）輸入申告手続きの簡素化
　2015 年 5 月末の広州及び黄埔税関からの通達により、
輸入申告の際に、１通関単（通関許可書）では 20 項目ま
でしか申告できず、21 項目以上の場合は、別途通関単を
作成、申告するよう変更された。これにより、項目が多い
場合は、通関単の数が増加し、事務工数が増えると共に、
通関費用が高額となる。
　税関側での審査の簡素化、効率化が目的と思われるが、
付属書の作成・提出を認めるなど輸入者側の負担を軽減す
る方策も検討頂きたい。

答：2014 年の税関総署の通達を受け、2015 年 6 月末か
ら中国国内の全ての税関で同様の措置が取られている。こ
れは、貨物を複数の税関で通関可能とするために総署が進
めている改革の一環である。ただ、広州市では自動車関連
企業を中心にクレームが出ていると聞いており、総署には
要望を伝える。

（5）手続き簡素化等サービスの改善
　日系各社からは、工商行政管理局（以下、工商局）での
各種手続きにおける受付窓口の広域化、事務手続きの予約
方法及び経営範囲の追加手続きの簡素化などを要望する声
が上がっている。こうした要望を協議する意見交換会を工
商局と個別に実施し、行政運営の効率化に役立てて頂くこ
とは可能か？

答：2013 年から手続きシステムの改革を行っており、現
在全ての手続きがネット上で申請可能である。これを受け、
手続きに要する日数は 15 日から 5 日間へ短縮された。ま
た、企業は設立時や登記内容を変更する際に工商局で営業
許可証以外に、併せて組織機構コード、税務登記証などの

発給も受けられる。
　必要なら、商務委員会などが PC を企業へ持ち込み、そ
の場で手続きしてもらってもいい。その際、何か問題があ
れば、工商局へ連絡してくれればいい。

（6）企業対応の改善
　地方税務局では、地域に密着した企業には親身に対応し
てくれるケースがある一方、管轄地域から転出する企業な
どには対応が緩慢になり、進出企業の中には業務に支障を
きたす事例も散見される。今後各地の地税分局を指導する
予定等はあるか？
答：税務局では転出する企業にも同様のサービスを提供し
ている。具体的にどういった点で対応が遅いのか、教えて
欲しい。

（7）人民元建資本項目取引（資本金口座並びに外債口座）
の地域規制の緩和
　現状は市を跨る人民元建資本項目取引が認められていな
い（佛山市など広州市外の企業は、人民元資本金口座・外
債口座を広州市内の銀行に開設できない）が、広州市外の
日系企業の中にも、広州市内の銀行での当該口座の開設を
希望する声は多い。
　企業にとり資本項目と経常項目を別々の銀行で管理する
意味は無く、広東省内だけでも、地域規制を撤廃頂けると
ありがたい。

答：人民銀行の細則によれば、人民元資本金口座について
は、企業の登記地で開設する必要がある。一方、外債口座
については、同行での事前登録が必要だが、登記地以外で
も開設が可能である。

　福祉、環境面で日本企業との協力に意欲

（8）日本人学校
　広州日本人学校は現状で世界の日本人学校の中で最も高
額な校舎賃借料を支払っており、同校の学費は中国国内の
日本人学校の中で最も高い部類に入る。日本人学校の運営
は、校舎賃借料及び生徒数の変動により影響を受ける。今
後これらの変動により、広州日本人学校の運営が困難に
なった場合、日系企業の進出や投資にも影響しかねない。
　そこで、同校の今後の運営に関し、広州日本人学校の理
事会と広州市経貿局及び開発区政府との間で意見交換を行
う場を設定いただきたい。

答：広州日本人学校は、賃料について、校舎を所有する民
間のコンサルタント会社と何度も交渉し、2015 年 1 月に
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ては、当市でも官民一体で取組みを行っており、2015 年
1 ～ 7 月に 1 万 1,500 台が既に廃車となった。日系企業
とも是非協力して行きたい。

（12）廃棄物の年間処理量と費用
　ある企業では、廃棄物の年間処理量の割り当てが、15
年は前年の 4 分の一に設定され、処理費用も 1 トン当た
り 2 倍近くに引き上げられた。いずれも、変更理由の説明
もないまま通知を受けた。処理量の割り当ての大幅減、処
理費用倍増の理由、並びに今後の見通しを聞かせて欲しい。

答：広州市内では 26 の業者が 30 種類の廃棄物を処理し
ているが、中には焼却や危険物処理の面で能力が不十分な
業者もある。なお、1 社の割当量が減ったのは、経済発展
による（近年の発展により廃棄物の量が増えた）ためだし、
処理費用の引き上げは市の物価部門の決定による。

注：国が定める国Ⅰ排ガス基準より低いガソリン車、国Ⅲ排ガス基準
より低い軽油車のこと。

【出所】2015年9月7日付及び翌8日付ジェトロ通商弘報記事を本誌掲
載用に修正。
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既に合意したと聞く。広州市内の国際学校の中で、同校の
学費は 6 位となっており、米国など他の国際学校に比べれ
ば、ある程度適正といえる。
　意見交換会については、学校の理事会から書面をもらえ
れば、経貿局の方で（開催に向け）調整する。

（9）高齢者向けサービス
　広州市においても、今後の大きな課題として、高齢化対
策が上げられている。高齢者向けサービスにおいては、養
老院の運営や介護ビジネスの導入など日系企業のノウハウ
を活用できる分野は多いと思われる。広州市が同分野にお
いて日系企業に期待するものを教えて頂きたい。また、広
州市で日系企業をパートナーとして望んでいる中国企業の
仲介等を行って頂くことは可能か？

答：介護・福祉分野における日本企業のサービスはトップ
レベル。①施設の建設・運営、②介護・医療用品の製造、
③人材育成などで日本企業に協力して欲しい。市政府とし
ては、この分野に参入する企業に対し、（a）年検（工商
局などによる年次検査）を免除、（b）高齢者 1 人に対し
年間 3,000 元（1 元＝約 19 円、約 57,000 円）を支給、

（c）営業税を免除するなどの優遇措置を実施している。

（10）環境ビジネス支援、汚水
　2015 年 1 月の改正環境保護法の施行後、広州市では規
制強化により、産業廃棄物（特にメッキ処理液等）の処理
業者の数が減少しており、自動車や鉄鋼など複数の企業で
処理が困難になったと聞く。環境規制強化の重要性は理解
するが、企業活動への影響にも考慮いただき、こうした処
理業者が円滑に事業を継続できるよう、支援願いたい。

答：メッキ処理液は危険物であり、処理にあたっては特別
な許可が必要。広州市内には南沙の業者など2社しかなく、
日本の廃棄物処理企業を紹介して欲しいが、まずは市外か
ら処理の割当量を取得する必要がある。

（11）黄標車（注）の撤廃
　広州市では、2014 年 11 月に黄標車の早期廃棄に係る
奨励規定が発表されたが、その効果について、新聞等で発
表されたとは認識していない。日本では、同様の奨励策の
実施に際し、自動車メーカー、解体企業、修理業者等民間
企業と政府が、官民一体となって仕組み作りを行ってきた
が、日本での成功事例をもとに、広州市と日系企業の連携
による、より効果的な推進策を検討いただけないか。

答：広州市では、2014 年 12 月から黄標車 1 台の廃棄に
あたり、3,000 ～ 5,000 元を補助している。本件につい
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